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令和６年度事業報告 

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで) 

 

令和６年度において、当協会は次の事業を行った。 

 

１ 会議事項 

 （１）理事会・評議員会 

   令和６年６月４日 理事 会  

令和５年度事業報告の承認について 

令和５年度計算書類等の承認について 

令和５年度公益目的支出計画実施報告の承認について 

定時評議員会の招集の決定について 

代表理事及び業務執行理事の職務の執行状況について（報告） 

 

令和６年６月２４日 評議員会 

令和５年度計算書類の承認について 

理事、監事及び評議員の選任について 

令和５年度事業報告について（報告） 

令和５年度公益目的支出計画実施報告について（報告） 

 

令和６年６月２４日 理事 会（定款第３８条に基づく決議の省略）  

業務執行理事の選定について 

 

令和７年３月２４日 理事 会 

令和７年度事業計画について 

令和７年度収支予算について 

一般財団法人自治研修協会職員給与規則の改正について 

一般財団法人自治研修協会職員旅費規則の改正について 

代表理事及び業務執行理事の職務の執行状況について（報告） 

 

（２）監事監査の実施 

令和６年５月２８日 

令和５年度事業報告について 

令和５年度計算書類等について 

令和５年度公益目的支出計画実施報告について 

 

２ 地方公務員等研修支援事業 

地方創生・地方分権の時代にふさわしい地方公務員等の育成を図るため、都道府県・市

町村職員及び市町村議会議員等を対象とした研修を支援した。 
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（１）地方公務員等政策形成能力向上セミナーの開催 

地方公務員として必要な政策形成能力の向上を支援するため、開催地方公共団体と連

携し、専門講師による講義のほか、自治大学校の協力を得て開発した研修用教材による

演習を内容としたセミナーを実施した。（４団体で実施、延べ １４９名が参加） 

 

(開催状況)      

要請元 実施日 内容 講師 対象職員 人数 

新潟県上越市 令 6.7.26 政策法務研修 
金﨑 健太郎 武庫川女子

大学経営学部教授 
上越市 36名 

青森県つがる

市 
令 6.9.24 政策法務研修 

宍戸 邦久 新潟大学副学

長・経済科学部教授 

五所川原圏域２

市４町 
41名 

千葉県山武郡

市広域行政組

合 

令 6.11.1 政策法務研修 

宍戸 邦久 新潟大学副学

長・経済科学部教授 
東金市等３市３

町 
34名 

岐阜県各務原

市 
令 6.11.8 政策法務研修 

宍戸 邦久 新潟大学副学

長・経済科学部教授 
各務原市 38名 

   計     149名 

 

（２）市町村議会議員政策形成支援セミナーの開催 

全国市議会議長会及び全国町村議会議長会の協力を得て、市町村議会議員の政策形成

能力向上の支援を目的に、専門講師を派遣し、市町村議会事務局と連携してセミナーを

実施した。（５団体で実施、延べ４５０名が参加） 

 

(開催状況)     

要請元 実施日 内容 講師 参加市町村 人数 

新潟県町村

議会議長会 
令 6. 7.23 

新潟県における鳥獣被害

の現状と今後の効果的な

対策について 

山本 麻希 長岡

技術科学大学准教

授 

新潟県内町

村 
116名 

島根県町村

議会議長会 
令 6.10.11 

質問力の向上から政策提

言へ 

髙沖 秀宣 自治

体議会研究所 代

表 

島根県内町

村 
140名 

都道府県庁

所在都市議

長会（佐賀

市） 

令 6.11.11 

なぜ若者は地方から出て

いくのか ～デジタル化

とワークスタイル改革の

必要性～ 

小田理恵子 (一

社)官民共創未来

コンソーシアム代

表理事 

各都道府県

庁所在都市 
88名 

愛知県日進

市 
令 7. 1.30 

地方公共団体の経営・財務

マネジメント強化につい

て 

齋藤由里恵 中京

大学経済学部准教

授 

日進市等２

市１町 
64名 
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三重県名張

市 
令 7. 2. 3 

議員活動に役立つハラス

メント対策のポイント 

宮本 剛志 株式

会社 メンタル・リ

ンク代表取締役社

長 

名張市等２

市 
42名 

計      450名  
 

（３）地方公務員等及び住民を対象にした公開講座の開催 

地域における現下の様々な行政課題をテーマに、有識者や自治大学校幹部による講演

及び参加者による意見・情報交換会（「地方自治セミナー」、従前のいわゆる「一日自

治大学校」）を、自治大学校の協力を得て、開催団体と連携、協力して実施した。（２

団体で実施、２３０名が参加） 

 

（開催状況）    

要請元 実施日 内容 
講師 対象職

員 
人数 

大分県 令 7. 1. 9 

・人口減少時代の自治体職員

へのエール 

・デジタル時代における地方

公務員の育成確保 

・菊池 善信 自治大学

校長 

・辻  琢也 一橋大学

大学院法学研究科教授 

県及び市

町村職員 
130名 

島根県 令 7. 2. 5 

・人口減少時代の自治体職員

へのエール 

・働き方の再デザインと自治

体ＤＸ ～自治体ＤＸと働

き方にかかる認識共有・機運

醸成～ 

・菊池 善信 自治大学

校長 

・菅原 直敏 磐梯町

「旅する」副町長兼ＣＤ

Ｏ・ＣＩＳＯ 

県及び市

町村職員 
100名 

計     230名 

 

（４）人材育成等専門家派遣事業 

総務省公務員部の協力を得て、人材育成、女性活躍・働き方改革、高齢期職員の活

躍、人事評価等に取り組む市町村等を支援するため、専門家を派遣し、専門的な立場

から情報提供及び意見交換を行った。（１６都道府県で実施、延べ１，５３３名が参

加） 

 

（開催状況）    

＜人材育成＞    

要請元 実施日 内容 講師 人数 

鳥取県 令 6. 7.11 

地方自治体職員の育成・確保 

～二刀流のすゝめ～ 

（オンライン） 

大谷 基道 

獨協大学法学部教授 78名 
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宮城県 令 6. 8. 5 

人材育成・確保に向けた取組

について 

（オンライン） 

大谷 基道 

獨協大学法学部教授 188名 

熊本県 令 6. 8. 9 
人材育成・確保に向けた取組

みの推進について 

辻 琢也 

一橋大学大学院法学研究

科教授 

72名 

富山県 令 6. 8.27 

人材育成の在り方の変容にど

う対応していくのか？ 

（オンライン） 

松原 光代 

近畿大学経営学部准教授 174名 

山梨県 令 6. 9. 3 

多様な人材を活かす職場環境

の構築 

（オンライン） 

松原 光代 

近畿大学経営学部准教授 132名 

北海道 令 6.12.12 

市町村における人事評価者研

修について 

（現地・オンライン併用） 

伊藤 正次 

東京都立大学大学院法学

政治学研究科教授 
164名 

計    808名 

    

＜人事評価結果の活用促進＞   

要請元 実施日 内容 講師 人数 

新潟県 令 6. 7.24 個別団体への助言等 
大杉 覚 

東京都立大学法学部教授 
10名 

京都府 令 6. 7.29 
個別団体への助言等 

（オンライン） 

青木 寧 

高島株式会社 

社外取締役 

12名 

広島県 令 6.10.30 個別団体への助言等 

稲継 裕昭 

早稲田大学政治経済学術

院教授 

13名 

大分県 令 7. 1.20 
個別団体への助言等 

（オンライン）  

西村 美香 

成蹊大学法学部教授 
7名 

計    42名 

 

＜女性職員の活躍・働き方改革＞ 

  

要請元 実施日 内容 講師 人数 

茨城県 令 6. 7.16 
女性職員の活躍と働き方改革

への取組について 

矢島 洋子 

三菱 UFJ ﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝ

ｸﾞ株式会社政策研究事業

本部副本部長 

121名 
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高知県 令 6. 7.22 

男性育休取得促進のポイント 

～多様なキャリアがしなやか

で強い組織をつくる～（オン

ライン） 

小倉 環 

株式会社ﾊｰﾓﾆｰﾜｰｸｽ代表

取締役 
41名 

岐阜県 令 6. 8.20 

多様な人材・働き方を活かす

には ～職員の柔軟な働き方

の実現のヒント～ 

（オンライン） 

小倉 環 

株式会社ﾊｰﾓﾆｰﾜｰｸｽ代表

取締役 
100名 

計    262名 

   

＜高齢期職員の活躍＞   

要請元 実施日 内容 講師 人数 

東京都（市町村） 令 6. 8.19 

高齢期職員活躍の秘訣を考え

る 

（オンライン） 

藤村 博之 

独立行政法人労働政策研

究・研修機構理事長 

132名 

山形県 令 6. 8.30 

定年延長に伴う高齢期職員の

働き方と役職定年制 ～人事

管理の視点から考える～  

（オンライン） 

大木 栄一 

玉川大学経営学部教授 
108名 

福岡県 令 6. 9.19 

定年引上げに伴う高齢層職員

のモチベーション維持と働き

方について 

（オンライン） 

藤田 由紀子 

学習院大学法学部教授 
181名 

計    421名 

 

３ 調査研究事業 

（１）地域社会における連携・協働に関する調査研究事業 

調査研究事業は、「地域社会における連携・協働に関する研究会」を設置して行った。 

研究会では、公共私連携・協働を進めるうえで不可欠な存在となりつつあるコーディ

ネーター、すなわち、地域内（外）で活動する様々な活動主体を連携させ、当該地域の

課題解決に向けた取り組みを進めるコーディネーターの役割について、関係団体及び関

係者に対する聞き取り調査を実施するとともに、その調査研究結果をとりまとめた報告

書を作成して、全国の市区町村及び関係機関等に配付した。 

 

（２）講演会の開催（地域づくりと協働についての講演会） 

地域コミュニティ活動を担う人材の確保、育成を図るため、自治体職員や広く地域活

動に参加している自治会や地域協議会等の方々を対象に、有識者による講演や先進事例

の紹介を内容とした講演会等を開催し、講演録を作成のうえ、全国の市区町村及び関係

機関等に配付した。（６団体で実施、  延べ ６６８名が参加） 
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（開催状況）  

要請元 実施日 内容 講師 対象者等 人数 

山梨県甲斐市 令 6. 8. 3 

実践に学ぶ これからの地

域づくりへのヒント 

櫻井 常矢 

高崎経済大学地域

政策学部教授 

市民、各種

団体、市職

員等 

119名 

愛知県愛西市 令 6. 9.22 

地域を「自分の居場所」に、

自治体を「わがまち」に ～

地域を場とする「協働」から

「小さな公共」の実践の積み

重ねを～ 

羽貝 正美 

東京経済大学現代

法学部教授 

市民、各種

団体、市職

員等 

106名 

沖縄県那覇市 令 6.10.26 
実践に学ぶ これからの地

域づくりへのヒント 

櫻井 常矢 

高崎経済大学地域

政策学部教授 

市民、各種

団体、市職

員等 

 79名 

青森県青森市 
令 6.10.31 

町会とまちづくり協議会で

地域コミュニティの再生を 

名和田是彦 

法政大学法学部教

授 

市民、各種

団体、市職

員等 

100名 

香川県丸亀市 令 6.11.21 
人と世代をつなぐ地域づく

り 

大杉 覚 

東京都立大学法学

部教授 

市民、各種

団体、市職

員等 

127名 

新潟県村上市 令 6.11.23 自治会の存続に向けて 

渡邉 たま緒 

(公財)山梨総合研

究所主任研究員 

市民、各種

団体、市職

員等 

137名 

計     668名  

 

４ 研修用教材作成事業 

地方自治制度及び地方公務員制度に関する職員研修用教材について、令和６年度におい

ては、新規に制度の創設や特別な制度改正がなかったことから、新規の教材の作成は行わ

なかった。 

 

５ 政策先進事例集等作成事業 

（１）政策事例集作成事業 

自治大学校の協力を得て、地方公共団体に共通する行政課題の中から３つのテーマ

を選定し、それらに先進的に取り組む地方公共団体を紹介した政策立案用事例集を作

成し、各地方公共団体における政策立案の参考や職員研修用教材としての利用に供す

るため、各地方公共団体等に配布した。 

 

     （事例テーマ） 

１ 人口減少時代における地域交通の再構築（リ・デザイン） 
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２ データ利活用による効果的・効率的な政策展開 

３ 広域連携・公共私連携による地域の防災力の維持・向上 

 

（２）優秀論文集作成事業 

自治大学校研修生の政策課題研究の成果としての優秀論文を集めた報告書を作成し、

各地方公共団体等に配布した。 

 

６ 自治大学校研修生（卒業生を含む。）の親睦と教養に関する協力 

  自治大学校研修生が、在学時及び卒業後（自治大学校校友会）においても、相互の親睦

を図り教養を高めるために行う行事等に協力をしたほか、自治大学校校友会に関する事務

を受託し実施した。 

 

７ 自治大学校研修生入校に関する業務の請負 

「総務省自治大学校施設の管理・運営業務請負契約」に基づき、自治大学校研修生の「寄

宿舎入舎に関する業務」及び「研修経費の徴収及び国庫納入に係る業務」を行った。 

 

８ 書籍販売等事業 

自治大学校において研修生が使用する教科書、参考書等の書籍販売等事業を行った。 

 

９ 調査研究及び企画開発機能の強化 

調査研究事業及び政策先進事例集作成事業の実施に当たり、専門的観点からの協力

を得るため、引き続きリサーチパートナーを委嘱した。 

 

10 情報提供 

当協会の組織及び事業の概要等の紹介を行うため、ホームページの運用を行うととも

に、各地方公共団体等に配布している調査研究の成果物について、広く一般の利用に供

するためホームページを活用して情報提供を行った。 
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 （自治大学校研修生の受入状況） 

課  程 受講人数 研修期間 

一

般

研

修 

第１部課程 

第 142期 44名 令和６年５月９日（木）～９月 13日（金） 

第 143期 36名 
令和６年 10 月 22 日（火）～令和７年３月７日

（金） 

第２部課程 

第 204期 19名 令和６年４月 18日（木）～７月９日（火） 

第 205期 53名 令和６年６月 19日（水）～９月６日（金） 

第 206期 70名 令和６年 10月 10日（木）～12月 25日（水） 

第 207期 70名 令和６年 12月５日（木）～令和７年３月５日（水） 

第１部・第２部 

特別課程 

第 47期 88名 令和６年８月 30日（金）～９月 27日（金） 

第 48期 75名 令和７年１月 31日（金）～２月 28日（金） 

第３部課程 第 114期 102名 令和６年７月 17日（水）～８月９日（金） 

（参考） 

法制集中研修 

第３期  2名 令和６年６月 19日（水）～７月８日（月） 

第４期  7名 令和６年 12月５日（木）～12月 24日（火） 

専

門

研

修 

税務専門課程 

税務・徴収コース 
第 22期 53名 令和６年 10月４日（金）～11月８日（金） 

税務専門課程 

会計コース 
第 42期 14名 

令和６年３月 13日（水）～10月２日（水） 

※うち宿泊研修は、７月３日（水）～10 月２日

（水） 

監査・内部統制 

専門課程 
第 25期  9名 令和７年１月 17日（金）～２月 27日（木） 

特

別

研

修 

デジタル人材確保・育成特別セ

ミナー 第１回 
76名 令和６年８月 20日（火）～８月 23日（金） 

デジタル人材確保・育成特別セ

ミナー 第２回 
22名 令和７年１月 14日（火）～１月 17日（金） 

ＤＸ推進リーダー育成特別研修

① 
41名 令和６年９月 30日（月）～10月４日（金） 

ＤＸ推進リーダー育成特別研修

② 
46名 令和６年 12月２日（月）～12月６日（金） 

自治体ＣＩＯ育成研修 前期 14名 令和６年９月２日（月）～９月６日（金） 

自治体ＣＩＯ育成研修 後期  35名 令和６年 11月 11日（月）～11月 15日（金） 

地域脱炭素研修 32名 令和６年 10月２日（水）～10月４日（金） 

医療政策短期特別研修 28名 令和６年７月 25日（木）～８月９日（金） 

災害時外国人支援情報コーディ

ネーター養成研修 
38名 令和６年６月 20日（木）～６月 21日（金） 

計 974名  

 


